




自殺総合対策東京会議















































＜委員の構成＞


◎住友眞佐美（福祉保健局保健政策部長）


○白井徳満（社会福祉法人いのちの電話理事長）


　南直樹（日本放送協会解説委員）


　前田英之（東日本旅客鉄道株式会社お客さまサービス部課長）


　牛島三重子（江東区立南砂小学校校長）


　徳丸享（板橋区保健所予防対策課精神難病グループ主任主事）


黒田浩利（教育庁総務部教育政策室政策担当課長）


　益子茂（精神保健福祉センター所長）


　山口久美子（多摩府中保健所副参事）














○第１回　（６月１６日）


　・自殺防止！東京キャンペーンについて


　・教育における取組について


　・地域自殺対策緊急強化基金について





○第２回　（１２月１日）


　・自殺防止！東京キャンペーンについて


　・キャンペーン標語の審査


　・地域自殺対策緊急強化基金について












































＜委員の構成＞


◎桜山豊夫（福祉保健局技監）


○目澤朗憲（社団法人東京都医師会理事）


　島　悟（京都文教大学人間学部臨床心理学科教授）


　平川淳一（社団法人東京精神科病院協会理事）


　羽藤邦利（東京精神神経科診療所協会理事）


　田邉紀行（東京都民生児童委員連合会常任協議員）


　矢口和彦（東京商工会議所産業政策第二部労働担当課長）


　清水哲雄（東京私立中学高等学校協会東京私学教育研究所所長）


　清水康之（NPO法人自殺対策支援センターライフリンク代表）


　木村弥生（足立区衛生部衛生管理課計画調整担当係長）


　板谷明（産業労働局雇用就業部労働環境課長）


　宇田陽一（教育庁指導部指導企画課主任指導主事）


　伊藤博人（東京消防庁救急部救急医務課長）


　越阪部剛（福祉保健局医療政策部救急災害医療課長）


　井上悟（中部総合精神保健福祉センター保健福祉部長）


　松島郁子（多摩小平保健所副参事）





○第１回　（６月２５日）


　・ゲートキーパー養成について


　・足立区、南多摩のネットワークについて


　・地域自殺対策緊急強化基金について





○第２回　（１月１９日）


　・ネットワーク事業の取組状況について


　・未遂者支援への取組について


　・地域自殺対策緊急強化基金について












































＜委員の構成＞


◎熊谷直樹（福祉保健局障害者施策推進部参事）


○平山正実（聖学院大学大学院教授）


　亀井時子（日本司法支援センター東京地方事務所副所長）


　岡本淳子（立正大学心理学部教授）


　西田正弘（あしなが育英会虹の家課長）


　杉本脩子（全国自死遺族総合支援センター代表幹事）


　小林恵美子（練馬区大泉保健相談所地域保健係長）


　横手浩治（教育庁地域教育支援部副参事）


　中島政彦（警視庁生活安全部管理官生活安全総務課長代理）


　向山晴子（多摩総合精神保健福祉センター保健福祉部広報援助課長）


　小林啓子（西多摩保健所副参事）








○第１回　（７月２７日）


　・遺族実態調査について


　・遺族支援にかかる研修について


　・地域自殺対策緊急強化基金について


　


○第２回　（１２月２１日）


　・遺族支援従事者研修について


　・リーフレットの作成・配布について　


　・地域自殺対策緊急強化基金について











平成２２年２月４日現在











◎分科会会長


○分科会副会長





＜目的＞


自死遺族等に対する適切な支援のあり方を検討する。


＜主な検討項目＞


・自死遺族等の心理的影響を和らげるための方策、各種相談窓口、民間団体の紹介など自死遺族支援策


・学校、職場での自殺や自殺未遂の発生直後の周囲の人々への心理的ケアなど








遺族支援分科会








＜目的＞


自殺念慮者や未遂者に対する早期発見・対応の有効策や自殺未遂者の再度の自殺防止方策を検討する。


＜主な検討項目＞


・身近な人の顔色や態度、言葉などから自殺のサインを読み取り、専門家の紹介などを行うゲートキーパーの養成


・悩みに応じた相談・支援を受けられるよう、民間団体も含めた関係機関等によるネットワークの構築


・産業医・かかりつけ医と精神科医療機関との連携強化








早期発見・早期対応分科会








＜目的＞


都民への効果的な普及啓発・自殺予防教育などについて検討する。


＜主な検討項目＞


・東京キャンペーンを実施するなど、自殺や精神疾患についての正しい知識の都民に対する効果的な普及啓発


・学校などにおいて、命の大切さを実感できる教育の推進


・職場や地域におけるメンタルヘルス対策の推進





普及啓発・教育分科会








分科会の審議状況について（平成２１年度）





















































































































































































































































